

























１　榎本珠良「通常兵器の移転に関する国際規制の歴史と現状」『軍事史学』48 巻 2 号（2012 年）、
5 − 13 頁、ただし、同 17 − 18 頁も参照。
２　ATT における通常兵器の定義に関する交渉過程については、以下を参照。Clare da Silva 
and Brian Wood (eds.), Weapons and International Law: The Arms Trade Treaty (Brussel: 
Larcier, 2015), pp. 29-32, 81-82.
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外交、小型武器、テロリズム」『国際問題』511 号（2002 年）、35 − 36 頁。否定的評価と
しては次を参照。Siemon T. Wezeman, “The Future of the United Nations Register of 
Conventional Arms”, SIPRI Policy Paper, No. 4 (August 2003), pp. 7, 24.
４　 Cristiane Carneiro, “From the United Nations Arms Register to an Arms Trade Treaty
―What Role for Delegation and Flexibility?”, ILSA Journal of International & Comparative 
Law, vol. 14, no. 2 (2008), p. 477. 日本においても状況は同様であるが、とくに日本に特有の
要因について、志鳥學修「武器移転の研究」『国際政治』108 号（1995 年）、1 頁。
５　 Edward J. Laurance, Hendrik Wagenmakers, and Herbert Wulf, “Managing the Global 
Problems Created by the Conventional Arms Trade: An Assessment of the United 






















向かい出した 1980 年代後半のことであった 11。
——————————————————————————————————————————
６　Study on Ways and Means of Promoting Transparency in International Transfers of Conventional 
Arms, Annex to Report of the Secretary General, U. N. Doc. A/46/301 (9 September 
1991), pp. 16-18, paras. 25-26.
７　United Nations Office for Disarmament Affairs, Assessing the United Nations Register of 
Conventional Arms (UNODA Occasional Papers, no. 16, April 2009), pp. 6-7. 榎本・前掲（注
1）、6 − 7 頁。
８　Resolutions and Decisions adopted by the General Assembly during its Tenth Special Session, 23 
May-30 June 1978, U. N. Doc. A/S-10/4, paras. 22, 81-88.
９　UNODA Occasional Papers, no.16, supra note 7, p. 7.
10　Malcolm Chalmers, Owen Greene, Edward J. Laurance and Herbert Wulf, “Introduction”, 
in: Chalmers et al. (eds.), Developing the UN Register of Conventional Arms (University of 
Bradford, Westview Press, 1994), p. 2.
11　 榎本・前掲（注 1）、8 − 9 頁。
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２．軍備登録制度の創設
























12　 General and complete disarmament: International arms transfer, U. N. Doc. A/RES/43/75 I (7 
December 1988), para. 5.
13　 A/46/301, supra note 6, pp. 10-12, paras. 3, 10. 外務省の大塚博比古大使が、政府専門家会
合の一員を務めた。
14　Laurance et al., supra note 5, pp. 227-228.














これらの諸国の懸念に応えるため、先の提案国を含む 28 カ国（後に 12 カ
国が加わる）は、修正を施した決議案を提出し直した 18。修正された決議
案は、1991 年 12 月 9 日、総会本会議で圧倒的多数の賛成（賛成 150、反
対 0、棄権 2（キューバ、イラク）、欠席 12）により採択され 19、同決議（A/










16　 A/46/301, supra note 6, pp. 33-34, paras. 148-150, p. 52, para. 161 (c).
17　UNODA, United Nations Disarmament Yearbook, vol. 16 (1991), p. 350.
18　Ibid., pp. 350-351; Chalmers et al., supra note 10, pp. 4-5. 
19　 キューバの反対理由は、やはり、兵器を輸入に頼る国の安全保障上の懸念であった。Ibid., 
pp. 351-353.
20　 General and complete disarmament: Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/46/36 L (9 
December 1991), and Annex. 同決議の日本語訳は、藤田久一編『軍縮条約・資料集〔第 3
版〕』（東信堂、2009 年）、260 頁を参照。
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　(a) 国連加盟国は、次のカテゴリーの兵器 21 の輸出入の数量に関する
データを、登録のため事務総長宛てに送付することを要請される
（requested）。
Ⅰ．戦車（非積載重量が 16.5 トン以上であり、口径 75 ミリ以上の主
砲を備えたもの）
















　(c) 加盟国は、自国の 1 年間（暦年）分の輸出入のデータを、翌年の 4
月 30 日までに報告する。
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22　 Report on the Register of Conventional Arms, Annex of, Report of the Secretary-General, U. 





越境を伴うとしても報告対象たる移転にはあたらない。Ibid., p. 10, paras. 10-13.


















(2) 政府専門家会合 1994 年報告書
総会決議 46/36L における要請に従って、1994 年に政府専門家会合
（group of governmental experts, GGE）が招集された 26。GGE は原則 3
年ごとに招集され、軍備登録制度の継続的運用および更なる発展
（continuing operation of the Register and its further development）につ
いて審議を行ない、審議の経過、結論および勧告をまとめた報告書を提出
している 27。
軍備登録制度の開始に伴い、1993 年と 1994 年それぞれの 4 月末日を期
——————————————————————————————————————————
24　Singer, supra note 15, p. 67.
25　 General and complete disarmament: Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/47/52 L 
(15 December 1992), p. 17, para. 2.
26　A/RES/46/36 L, supra note 20, para. 11 (b).
27　 政府専門家は日本からもほぼ毎回任命され、外務省から派遣されてきた。その顔触れは、
堂之脇光朗（1992、1994、1997、2000、2003 年）、松本洋（2006 年）、柳井啓子（2009 年）
および木村泰次郎（2013 年）の各氏である。2016 年は日本からの任命はなかった。
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限として、その前年分の兵器移転に関するデータおよび背景情報の報告が
実施された。したがって、1994 年 GGE の審議は、この 2 年分の報告状況、
および報告されたデータ等の分析をもとに進められた。
まず報告状況について、GGE 報告書によれば、1994 年 8 月 1 日までに、





















28　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 
further development, Annex of, Report of the S. G., U. N. Doc. A/49/316 (22 September 
1994), pp. 12-13, paras. 13-14. 他の報告制度の例としては、国連軍事支出報告制度が挙げら
れている。なお、背景情報の提供国数は、1992 年分が 33 カ国、1993 年分が 28 カ国であっ
た。Ibid., p. 16, para. 21.
29　Ibid., p. 16, para. 22.
30　Ibid., p. 12, para. 13.














以上のような報告を受けて、同年の国連総会では、1994 年 GGE 報告書、
およびその勧告を銘記する（takes note）ことが決議された 33。
(3) 政府専門家会合 1997 年・2000 年・2003 年報告書
1997 年からの 3 回の GGE については、時系列ではなく主要な論点ごと
に、各々の議論および勧告の内容について紹介する。
(a) 軍備登録制度の兵器カテゴリー（categories covered by the Register）
軍備登録制度への新カテゴリーの追加、および、既存カテゴリーの定義
の見直しは、GGE では毎回盛んに議論されてきた。
2003 年 GGE では、大口径火砲装置（Ⅲ）について、基準となる口径が
100 ミリから 75 ミリに引き下げられた。そのため、当時、とくにアフリ
カ諸国の紛争で広く使用されていた、口径 81 ミリと 82 ミリの迫撃砲が登
録対象に加わることになった 34。また、ミサイルまたは発射装置（Ⅶ）に
——————————————————————————————————————————
32　Ibid., p. 29, 31.
33　 General and complete disarmament: Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/49/75 C 
(15 December 1994), p. 5, para. 2.
34　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 
further development, U. N. Doc. A/58/274 (13 August 2003), p. 28, para. 87.
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ついて、携帯型地対空ミサイル（Man-Portable Air-Defence Systems, 
MANPADS）がサブカテゴリーとして追加された 35。81、82 ミリ迫撃砲
および MANPADS は、それぞれ小型武器の定義 36 にも該当する兵器であ
る。したがって、この定義の見直しにより、軍備登録制度は、ごく一部と
はいえ小型武器の移転を、その正規の登録対象に加えたことになる。
小型武器については、2003 年 GGE ではさらなる進展がみられた。すな
わち、小型武器の移転の透明性向上に「関心および意思を有する加盟国













(b) 軍備登録制度の範囲の拡大（expansion of the scope of the Register）
軍備登録制度において、背景情報（軍備保有、国内生産を通じた調達等）
——————————————————————————————————————————
35　 Ibid., p. 33, para. 112.
36　 小型武器の定義については以下を参照。Report of the Panel of Governmental Experts of Small 
Arms, Annex of, Note by the S. G., U. N. Doc. A/52/298 (27 August 1997), paras. 24-26. 拙
稿「小型武器問題への国連の取組み」『法の科学』41 号（2010 年）、178 − 179 頁。
37　 2003 GGE Report, supra note 34, pp. 33-34, para. 113 (e).
38　 UNODA Occasional Papers, no. 16, supra note 7, pp. 11-12.
39　 General and complete disarmament: Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/54/54 I (1 
December 1999), p. 18, para. 4 (b).
40　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 















例年多くの国が、4 月 30 日の期限を大幅に超えて報告を提出していた
ことから、1997 年 GGE では、「それらの諸国による正確な報告書の作成
を支援するため」の時間的猶予として、毎年の報告期限を 5 月 31 日に変
更することが勧告された 42。







受ける連絡窓口（national point of contact）を指定するよう、加盟国に対
し勧告した。それに合わせて、データの報告様式に、各国の連絡窓口を記
——————————————————————————————————————————
41　 Annex of, Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms 
and its further development, Report of the S. G., U. N. Doc. A/52/316 (29 August 1997), pp. 
25-26, para. 64 (g) (iii).
42　Ibid., p. 16, para. 19, p. 25, para. 64 (d).
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入する欄が追加された 43。
制度創設からしばらくは 90 カ国台で横ばい状態にあった参加国数が、
1998 年分については 90 カ国を割り込んだ（次ページのグラフ参照）。こ





式を採用した後から参加国数が上昇に転じ、2000 年からは 100 カ国を超
えている。
以上の 1997 年、2000 年および 2003 年の GGE 報告書は、それぞれ同年
の総会決議において是認され、その勧告内容が実施されている。
(4) 政府専門家会合 2006 年・2009 年・2013 年報告書
2006 年 GGE においては、小型武器に関して一定の進展がみられた。過










43　Ibid., p. 16, para. 21, p. 22, para. 50, p. 25, para. 64 (c), (e), pp. 30, 32 (Annex 1, 2).
44　 2000 GGE Report, supra note 40, pp. 32-33, para. 94 (f). この様式（Simplified “nil” 
reporting form）については、2003 年 GGE 報告書の付属書Ⅲを参照（2003 GGE Report, 
supra note 34, p. 50）。
45　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 
further development, U. N. Doc. A/61/261 (15 August 2006), pp. 26-27, para. 104.
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担当者の実情に鑑みれば 47、それはごく当然のことであろう。
さらに 2006 年 GGE では、軍艦（Ⅵ）の基準排水量について、750 トン
から 500 トンへの引き下げが勧告された 48（1992 年に続く 2 回目の引き下
げ）。以上の勧告を含む 2006 年 GGE 報告書は、同年の総会決議において
是認され、勧告内容の実施が決定されている 49。
2009 年 GGE は、具体的な措置の勧告という点では、実質的な成果に乏
しいものとなった。小型武器のカテゴリー化、および、新たに普及しつつ


















47　 堂之脇光朗「国連軍備登録制度」日本軍縮学会編『軍縮辞典』（信山社、2015 年）、208 頁。
48　 2006 GGE Report, supra note 45, p. 29, para. 124.
49　 Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/61/77 (18 December 2006), p. 2, paras. 2-3.
50　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its further 
development, U. N. Doc. A/64/296 (14 August 2009), p. 2 (Summary), pp. 19-20, paras. 49-51.
51　 Ibid., p. 22, para. 75.
52　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 
further development, U. N. Doc. A/68/140 (15 July 2013), pp. 17-18, paras. 45-46, p. 21, para. 69.
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なお 2013 年 GGE は、かつてない試練への対応に審議時間の多くを割く
こととなった。その試練とは、軍備登録制度への参加国数の大幅な減少で
ある。この傾向は、2007 年分（2008 年 5 月末が報告期限）および 2008 年
分（2009 年 5 月末）の参加国数にすでに表れており、したがって 2009 年
GGE でも俎上に上ってはいた 53。ただ、その時点の分析も、以前と同様に、
「ゼロ」報告の減少数がそのまま全体の報告数の減少に相関しているとい











る。そのため、2016 年 GGE も喫緊の課題として、引き続きこの問題に取
り組むことになる。





53　 同年の総会決議でも懸念（concern）が示されている。Transparency in armaments, U. N. 
Doc. A/RES/64/54 (2 December 2009), preamble (para. 7). 2013 年および 2016 年の総会決
議においても、同様の懸念が表明されている。
54　 2013 GGE Report, supra note 52, p. 22, para. 75, and Annex (Illustrative list of measures 
to promote reporting to the Register).
55　 Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/68/43 (10 December 2013), p. 2, para. 2.
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2016 年会合では、2008 年（2007 年分の報告）から続く参加国数の減少
傾向に歯止めがかからないことに再度「深刻な懸念（serious concern）」























56　 Report on the continuing operation of the United Nations Register of Conventional Arms and its 
further development, U. N. Doc. A/71/259 (29 July 2016), p. 26, para. 68.
57　 2011 年の決議には 156 カ国、2013 年には 154 カ国が賛成票を投じた。また、かつて反対
票が投じられたことはない。Ibid., pp. 11-12, para. 18.
58　Ibid., p. 19, para. 43.
59　 Ibid., p. 30, para. 86, pp. 41-43, Annex V (Questionnaire on the United Nations Register of 
Conventional Arms)







に翻訳することを優先課題として勧告した 61。さらに、歴代の GGE 報告
書における結論および勧告を、将来の GGE の検討材料とすることが勧告
され、その一つとして、とくに 2013 年 GGE の「例示リスト」が挙げられ
ている 62。
















61　Ibid., p. 30, para. 90.
62　 Ibid., p. 31, para. 94. このリストには、①軍備登録制度の意義や有用性の啓発（9 項目）、
②国家の報告能力の形成・支援（3 項目）、③報告における国家の負担軽減（1 項目）、お
よび、④事務局の役割（8 項目）、それぞれにおいてとるべき措置が記載されている。
63　Ibid., p. 25, para. 67.
64　 Ibid., p. 31, para. 92. このイベントは 2016 年 10 月 20 日に開催され、その様子が国連軍縮
部のウェブサイトに掲載されている。“UNROCA Side Event-25th year anniversary”, in: 
Resource and Publications, UNODA Update.
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任意である。2016 年 GGE 報告書によれば、小型武器を新たなカテゴリー












熟 慮 の う え で 使 用 さ れ た。Terence Taylor, “Understanding the United Nations 
Conventional Arms Register”, Fletcher Forum of World Affairs, vol. 18 (1994), p. 117.
66　 2006 年 GGE における、堂之脇顧問による講演「軍備登録制度：そのレビュープロセスと
これまでの実績」（外務省 HP に英文と仮訳が掲載されている）。現在に至るまで、こうし
た状況に変化はない。
67　 2016 GGE Report, supra note 56, p. 23, para. 61 (d). SIPRI が 2011 年に実施した質問に回答
した 25 カ国のうち、小型武器の正式カテゴリー化に賛成したのは 20 カ国、反対したのは
5 カ国であった。Paul Holtom, Lucie Béraud-Sudreau, and Henning Weber, “Reporting to 
the United Nations Register of Conventional Arms”, SIPRI Fact Sheet (May 2011), p. 7 
(Box 5).
68　 See, e. g., 2003 GGE Report, supra note 34, p. 20, para. 53; 2006 GGE Report, supra note 45, 
p. 17, para. 51; 2009 GGE Report, supra note 50, p. 22, para. 75.
69　 2016 GGE Report, supra note 56, pp. 23-24, para. 61 (e), (h).
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そこで 2016 年 GGE は、コンセンサスを得るための妥協点として、「7
＋ 1 方式（seven plus one formula）」の試験的な利用を勧告した 70。この
方式は、小型武器の移転データを、現行の 7 カテゴリーと「並行して（in 
parallel with）」報告させる、というものである。ただし、7 カテゴリー用





質問状への各国からの回答を基にして、次回（2019 年を予定）の GGE で
小型武器の正式なカテゴリー化が再度審議されることになっている 72。














70　Ibid., p. 29, para. 83.
71　Ibid., p. 27, para. 75.
72　 質問状には、小型武器のカテゴリー化の是非、および 7 ＋ 1 方式の有用性についての質問
がある。See, Questionnaire, supra note 59, “Section 4. Expanding the scope”.
73　 Transparency in armaments, U. N. Doc. A/RES/71/44 (5 December 2016), p. 2, paras. 2, 3.
74　Ibid., para. 4.
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け、2003 年 GGE 報告書によれば、1998 年に軍縮局（Department for 




常勤の職員 3 名体制（P-5、P-2、G-6）であった 76。2007 年に軍縮局から

















75　 2003 GGE Report, supra note 34, pp. 25-26, para. 75.
76　Ibid.
77　吉田康彦「国連軍縮局消滅は当然の成り行き」（吉田氏の HP、2007 年 1 月 31 日付）。
78　 2009 GGE Report, supra note 50, p. 22, para. 69; 2013 GGE Report, supra note 52, p. 22, para. 74.













年から GGE の人員面および時間面において削減がはじまるが、2009 年か
らは招集される政府専門家は 20 名（20 カ国）を割り込んだ（18 → 15 → 16
名）。会合日数も 2003 年までの 29 日間（平日 5 週間）が、2006 年には 22




た GGE は、2009 年の報告書において、人員および会合日数の削減が見直
し作業に及ぼす悪影響について警鐘を鳴らしたが 83、2013 年 GGE では人
員がさらに減らされる結果となった。そこで、2013 年および 2016 年の
GGE は、次回の会合には「少なくとも 20 名の専門家」を招集すべきと勧
告した 84。2016 年の総会決議は、2019 年 GGE の招集について、「既存の
資源の範囲内で（within existing resources）、可能な限り広範囲の参加を
得て、2016 年報告書のパラグラフ 93 にある勧告に沿って」行うよう事務
——————————————————————————————————————————
80　Ibid., p. 18, para. 38.
81　 Pieter D. Wezeman and Siemon T. Wezeman, “The 2015 UN Register on Conventional 
Arms: still time to improve”, Expert comment, on SIPRI Website.
82　UNODA, United Nations Disarmament Yearbook, vol. 34, part Ⅱ (2009), p. 94.
83　2009 GGE Report, supra note 50, p. 22, para. 70.
84　 2013 GGE Report, supra note 52, p. 22, para. 76; 2016 GGE Report, supra note 56, p. 31, 
para. 93.
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総長に要請するという、いわば玉虫色の対応をとっている 85。
さらに手続面についていえば、GGE の報告書は、これまですべてコン







能性が指摘されている。とくに 2012 年（2011 年分）の報告数の落ち込みは、
同年に ATT および小型武器行動計画（PoA）に関する二つの国連会議が
重なったことが原因として指摘されている。各国の通常兵器の担当部局が、




るという 88。たしかに ATT は軍備登録制度よりも多くの兵器カテゴリー
を対象としており（小型武器、弾薬類）、求められる報告内容も同制度よ
——————————————————————————————————————————
85　 A/RES/71/44, supra note 73, p. 3, para. 6 (b).
86　 Natalie J. Goldring, “The Program of Action, the Arms Trade Treaty, and the UN 
Register of Conventional Arms: Seeking Synergy and Overcoming Challenges”, briefing 
paper of IANSA (June 2016), p. 7. This paper is available on website of IANSA 
(International Action Network on Small Arms). 2009 年 GGE では、一人の専門家の反対
によって、小型武器の正規カテゴリー化が阻止されたという。Statement by U. S. 
Ambassador Laura E. Kennedy on Transparency in Armaments, at Conference on 
Disarmament, 17 March 2011, available at website of U. S. Mission in Geneva (https://
geneva.usmission.gov/). ただし、GGE の報告書自体には、会合での発言者名および議案ご
との賛否の状況や内訳といった情報は出てこない。
87　 2013 GGE Report, supra note 52, p. 12, para. 19. ATT 交渉の最終局面における、交渉の決
裂と再開、および議論の推移については、石垣友明・木村泰次郎・田辺信「武器貿易条約
の成立と日本の役割」『国際法外交雑誌』112 巻 3 号（2013 年）、52 頁以下を参照。
88　 Sibylle Bauer, Paul Beijer and Mark Bromley, “The Arms Trade Treaty: Challenges for 
the first Conference of States Parties”, SIPRI Insights on Peace and Security, No. 2014/2 




の軍備登録制度への報告は不要にも思える。また、2017 年 3 月時点で










サウジアラビア（2 位、７％）は ATT 未署名であり軍備登録制度にも一
度も報告をしたことがないが、インド（1 位、14％）は 2013 年を除き、
毎年報告を行ってきた。なお、輸入国シェア 3 位は中国（4.7％）である 89。
したがって、これらの諸国の ATT 批准状況に変化がない限り、通常兵器
の移転の透明性向上における軍備登録制度の意義は失われないだろう。







の通常兵器移転のおよそ 90 パーセントが報告されているからである 91。し
——————————————————————————————————————————
89　 主要輸出入国の順位およびシェア（2011 − 2015 年）のデータは、SIPRI のサイト（https://
www.sipri.org/research/armament-and-disarmament/arms-transfers-and-military-
spending/international-arms-transfers）による。
90　 2013 GGE Report, supra note 52, p. 16, para. 40; 2016 GGE Report, supra note 56, p. 20, 
para. 48.












は、2016 年 GGE 報告書で示されたように、参加減少の原因についての事
実調査（fact-finding）を行い、その結果に基づいて適切な対策をとる必







92　A/RES/46/36 L, supra note 20, para 1.
93　2016 GGE Report, supra note 56, p. 19, para. 42.
